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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は沖縄において南米系日系人がホスト社会とどのような関係を築いて
いるかを実証的に分析することである。本研究では移動のプロセスやネットワーキング等についてのインタビュ
ー調査を通して、彼らの①ホスト社会との接点、②文化資本に基づくネットワーキング、③文化資本の継承につ
いて分析した。結論としては①沖縄において親族関係や日系人の両方のネットワークを築いていること、②ラテ
ンアメリカ文化資本が架橋的社会関係資本となって結束的な沖縄社会と関係性を築いている人が多いこと、③文
化資本の継承については公的な側面では困難であるが、私的な部分で日系人としての意識づけがなされているこ
と、があきらかになった。

研究成果の概要（英文）：This research aims to empirically analyze how South American Nikkeis have 
continued a relationship with their Okinawan host society. 
This research analyzed 3 points: 1) contact with the host society, 2) networking based on cultural 
capital, and 3) the succession of cultural capital through the qualitative research. This research 
focused on 1) migration processes, 2) networks, 3) families, 4) education, 5) occupation, 6) 
entertainment, and 7)interaction with tourism. In conclusion, it was found that 1) there are many 
Nikkeis who have established a network of both Okinawan relatives and Nikkeis in Okinawa, 2) many 
Nikkeis have established relationships through leveraging both Okinawan and Latin American cultural 
capital in the form of bridging social capital and 3)  it is difficult for Nikkeis to pass on their 
cultural capital to their children in public places such as schools; however, cultural capital and 
the Nikkei consciousness still guides in the home and can be passed on there.

研究分野：国際社会学

キーワード： 日系人　沖縄　社会関係資本　文化資本

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
沖縄県においては、外国人と地域社会の関
わりをめぐる問題は、第 2 次大戦後 27 年間
にわたり米軍統治下におかれるという特殊
な社会的歴史的背景のため、外国人登録者の
出身国別割合やエスニック間の関係性など
において日本本土とはかなり異なった様相
を呈している。さらに、沖縄県はかつて日本
有数の移民送出県であったが、ラテンアメリ
カなどに移住した移民の子孫すなわち日系 2
世や 3 世が、1990 年前後に出身国の治安の
悪化や日本への出稼ぎをきっかけに沖縄の
親族を頼って「帰郷」してきているケースに
ついても、後述するように特殊な傾向が見ら
れる。出稼ぎ（デカセギ）という形で居住す
る日本本土での事例とはホスト社会の構造
が異なる中で南米系日系人がどのような状
況に出会うのか、それに対してどのように認
識し対応していくのかについての研究は、デ
ィアスポラ研究に対して新たな成果をもた
らすと考えられる。 
以上のような関心のもと、筆者は、平成 13
～15 年度文部科学省科学研究費基盤研究(c) 
(2)の助成を受けた研究プロジェクト「沖縄県
におけるディアスポラのライフコース―ホ
スト社会との関係性をめぐって―」（研究代
表者 安藤由美、平成 15 年のみ鈴木規之、
研究成果は安藤・鈴木 2004 および安藤・鈴
木・野入 2007）において、トランスナショ
ナルな移動の結果として沖縄に居住するエ
スニック・マイノリティの人々をディアスポ
ラと位置づけ、その適応やエスニック・コミ
ュニティの形成、地元の人々からの排除や差
別を受けた経験といったホスト社会との関
係性について調査分析を行い、ディアスポラ
である日系人や外国人の多様性と、頭ごなし
に拒絶しない代わりに同質的な規範や価値
観の共有・歴史への共感を求める「結束的な」
沖縄社会への入り込みにくさが明らかにな
った。とりわけ南米系日系人にとっては①沖
縄社会ではその顔つきや名字から沖縄育ち
のウチナーンチュ（沖縄の人々）と変わらな
いような振る舞いを期待されること、②地
縁・血縁関係を重視していた沖縄社会の変動
が大きく反映して、帰国しても地縁・血縁を
もとにしたアジール（避難所）にはなりえて
いない（期待していた心の安定がもたらされ
ない）こと、③自身や子女ともに日本語の問
題があることや、ラテンアメリカ文化の社会
的活用の難しさが職業選択の不自由につな
がっていること、の 3点が明らかになった（鈴
木、2004：21-22）。 
これらの研究結果に対する 2人の移民社会
研究の専門家、駒井洋（筑波大学名誉教授）
の「独自の特徴を持つ沖縄の南米系日系人に
とって沖縄社会は入り込みやすいのか」（駒
井、2007：122-124）、関根政美（慶應義塾大
学教授（当時））の「帰国前は自分たちを日
本人と考えていた人たちが沖縄ではウチナ
ーンチュ（もしくは日本人）としても外国人

としても扱われる。沖縄は外国の文化を身に
つけている人たちの個性や文化をできるか
ぎりそのまま活かしていくような多文化社
会になっているのか」（関根、2007：124-126）
とのコメントを受け、平成 22～24 年度文部
科学省科学研究費基盤研究(c)による研究プ
ロジェクト「ホスト社会沖縄と日系人・外国
人・アメラジアン―多文化化から多文化共生
への可能性―」（研究代表者 鈴木規之）で
はホスト社会である沖縄県の住民が、自社会
内のディアスポラに対してどのように認識
し、まなざしているかについての調査分析を
行うことで、多文化化の進行と、多文化共生
社会の可能性について明らかにした。同研究
では沖縄県浦添市を調査対象地とし、地域の
多文化化に対する住民意識調査を行った。そ
の結果、以下のようなことが明らかになった
（鈴木、2012）。 
①意識上での多文化化肯定派は 8割程度。日
系人・外国人と日常的に関わりのある住民
は 2割程度。 
②地域の国際化や多文化化に一定の肯定感
を持っているが、米軍人については拒否す
る傾向がある。 
③特に還流移民である日系人に対し、ルーツ
を共有することでの肯定感が大きい。 
④文化資本としては、（アメリカと同様、歴
史的に関わりのある）中国、東南アジア、
ラテンアメリカと比較して、アメリカ、カ
ナダなど英語圏への志向性が圧倒的に強い。 
以上の調査結果から、県内に共住する外国
人が多い割には接点が少なく、住民は日系
人・外国人のことを意識せずに生活しており
セグリゲーション（凝離）の状況に近く、多
文化化しつつも多文化共生とは言えない現
状にあることが明らかになった。また、沖縄
社会において地域の多文化化に対する好感
度もしくは嫌悪度を規定する社会的要因と
して、かつての（そして暗喩的な意味では現
在も続く）米軍統治への抵抗感（否定要因）、
多くの移民を送出してきたことを誇りとす
る歴史認識（肯定要因）、グローバリゼーシ
ョンの下での英語の資源的価値（肯定要因）
の 3要因が強く影響していることが明らかに
なった 。以上の知見の中で日本国内の他地
域と比べて特徴的なのは、日系人のホスト社
会内における立ち位置である。 
他地域での日系人の立ち位置は、外国人の
それとほぼ変わらない。一般的に日本社会に
おいて日系人は「外国人」労働者と同じよう
にみなされており、先行研究でも外国人の問
題と並列して分析されることが多かった。む
ろんこれは実態を反映したアプローチであ
り、地域の関わりに関する問題も日系人と外
国人労働者の問題とはほぼ重なる。また、近
年では日系ブラジル人のライフスタイルは
「定住化」という言葉のイメージとは異なり、
日本国内を仕事に合わせて転々としたり母
国との間を何度も行き来しながら出稼ぎを
続けるなど移動性が高いことが指摘されて



おり（梶田・丹野・樋口、2005）、地域社会
と信頼関係を築きにくいと考えられる。 
一方、前述した著者らによる『沖縄県にお
けるディアスポラのライフコース―ホスト
社会との関係性をめぐって―』における調査
結果では、沖縄県内の日系人の場合は技能・
生産工程労務職で働く人が多い一般的なニ
ューカマーのケースと異なり、サービス業や
販売業など第 3次産業で働く割合が高く、と
くに都市部の住民と生活パターンなどに共
通点が多いことが明らかになった（鈴木、
2004：17）。また、外国人と同様の困難を抱
えつつも沖縄社会への信頼感が比較的高く、
インタビュー調査からも「社会の一員として、
特長を生かして社会運営に参加したい」との
ニーズが見られた。こういったホスト社会に
おける承認への欲求は沖縄県における日系
人に特徴的に見られるニーズであると思わ
れる。 
先述したとおり、日本の外国人登録者の中
で大きな割合を占める日系ブラジル人につ
いては、頻繁に移動を繰り返し、ホスト社会
と信頼関係を築きにくいことが指摘されて
いるが、沖縄県内の日系人については逆にホ
スト社会への参加を志向する傾向にあると
考えられる。この差異をもたらす要因の一つ
と考えられるのが「世界ウチナーンチュ大
会」に代表されるオキナワ・ネットワーク言
説である。沖縄社会が戦後の困窮期に世界各
地の沖縄系移民からの物資・支援を受け、経
済発展後は海外の沖縄系移民組織を支援す
るなど沖縄系移民の子孫におけるオキナ
ワ・ネットワークの結束力は、金城宏幸らの
一連の研究（町田・金城・宮内、2013）でも
指摘されている。 
また、これまで沖縄社会は米国の統治や残
存する米軍基地があることで国際化、多文化
化してきたが、過去の移民の遺産ともいえる
多くの南米系日系人も自らの文化資本を用
いた料理店や物品販売を行う一方で、英語力
を生かして基地に雇用されたりラテン系の
米軍人を相手としたサービスを提供するこ
とで多文化化の担い手となってきた。沖縄の
人々は日本の中でマージナル化されてきた
がゆえに「沖縄性」への関心が強いが、結束
的な沖縄社会に入り込みうる資源（ルーツの
共有）を持つ南米系日系人は、同時に沖縄社
会にとってもマージナルであるがゆえに、排
除されることがなければ沖縄社会と出身国
社会をつなぎ架橋的な社会関係資本を提供
しうる存在となる。 
沖縄の日系人・外国人の現状であるが、法
務省入国管理局「都道府県別 国籍・地域別
在留外国人」（2017年 6月末）によると 300
人以上が外国人登録を行い、トップ 10 に入
っているのは米国（2,491 人）、中国（2,189
人）、フィリピン（1,931人）、ネパール（1,614
人）など 10 ヶ国となっている。南米系日系
人が多いと推測されるブラジルは 311人で 9
位、ペルーは 244人で 11 位、本研究が対象

とするアルゼンチンは 62人で上位ではない。
日本全体と比較すると、米国が 1位となって
いること、ブラジルが少ないことが特徴的で
あるが、この表には軍人・軍属であるアメリ
カ人や帰化をした日系人は含まれていない。 

2006 年のデータと比較すると、沖縄の在
留外国人数は 2倍弱に増加した。南米系日系
人関連ではブラジルは199人から311人に増
加した一方で、ペルーは 353人から 244人に
減少、アルゼンチンも 99人から 62人に減少
しており、帰化が進んだことや世代交代がう
かがえる。南米系日系人の総数は、帰化につ
いての統計が公開されていないため、これま
での調査対象者の帰化率（半数強）から推測
すると、1,000～1,200人と推計される。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、2001 年より研究を継続
している「沖縄社会に内包されるディアスポ
ラ」の中から「南米系日系人」に的を絞って、
彼らがホスト社会とどのような関係を築い
ているのかを分析することにある。沖縄社会
は多文化化が進行しているにもかかわらず、
異文化を持った人々がそのハビトゥスを表
出しにくいのが現状であるが（安藤・鈴木・
野入、2007）、日系人は結束的な（＝異なる
ハビトゥスを許容しにくい）沖縄社会に入り
込める資源（ルーツの共有）を持っている場
合がほとんどであり、親族関係に基づくネッ
トワークを通して沖縄社会に入り込みやす
いと考えられる。彼らがどのような文化戦略
を用いてホスト社会での認知を得ているの
かを、文化資本に基づくネットワーキングや
その継承についての分析を通して明らかに
することを目指している。 
 
３．研究の方法 
 調査の期間は 2015 年 8-10 月、本人が南米
からの移動経験を持ち、沖縄県内で社会人と
して生活している南米系日系人、特に沖縄社
会と出身国社会をつなぐ立ち位置にある
人々を主要な対象として半構造化インタビ
ューを行った。サンプリング方法は琉球大学
でスペイン語のクラスを担当している南米
系日系人の講師 2人（日系ペルー人、日系ア
ルゼンチン人）および県内でサルサ教室を主
宰するダンス講師（日系ペルー人）を起点と
したスノーボールサンプリングである。対象
者の人数は合計 26 人（内訳：ペルー出身者
18 人、アルゼンチン出身者 7人、ブラジル出
身者 1人）となった。したがって、本研究の
主要な対象者は、サンプリング方法の関連か
らペルー出身者とアルゼンチン出身者とす
る。 
 
４．研究成果 
インタビュー調査の内容は、①本人属性、
②移動歴、③ネットワーク、④家族、⑤教育、
⑥職業、⑦遊び、⑧観光との関わりについて
の 8項目である。田巻松雄らの越境する（日



系）ペルー人の研究（田巻・スエヨシ、2015）
の対象者が栃木県を中心とした出稼ぎ（「デ
カセギ」）を目的として来日している（およ
びその子供達）であるのに対して、沖縄に在
住する日系人は仏壇・位牌の継承や親族の呼
び寄せによる場合が多く、最初からある程度
定住を視野に入れている人が多いこと、また
県系人子弟を対象とした留学を契機として
沖縄移住を選択した例が見られることが沖
縄の日系人の特徴と言える。①について目立
った傾向としては、すでに論じたように半数
程度が日本国籍を取得していること、専門職
や管理職、事務・営業的職種の人が多いこと、
大多数が日本語を習得していることが挙げ
られる。 
②については、対象者 26 人の中で 22 人
（84.6％）が20年以上の日本在住歴を持ち、
3 人（11.5％）が 10－19 年、1 人（3.8％）
が 10 年未満である。沖縄在住歴は 17 人
（65.4％）が 20 年以上で、6人（23.1％）が
10－19 年、3 人（11.5％）が 10 年未満であ
る。対象者 26 人中 16 人（61.5％）は沖縄で、
10 人（38.5％）は沖縄以外の日本本土で日本
での在住を開始しており、日本本土での在住
のきっかけは「デカセギ」である（父親の「デ
カセギ」の 1 人を含む）。沖縄で在住を開始
した対象者の中で「デカセギ」を目的にした
対象者はいないが、その後 5人が出稼ぎ（も
しくは季節労働）等で本土に出ている。「デ
カセギ」を契機に日本本土に来日し、その後
沖縄に移動した対象者からは、1 人を除いて
再び本土への出稼ぎには出ていない。また、
26 人の対象者の中で、沖縄にルーツを持たな
いのは 1人で、東日本大震災をきっかけに沖
縄に移住している。 
このように対象者の移動パターンは、a)沖縄
に直接移動、その後「デカセギ」で本土に移
動せず（11 人）、b)沖縄に直接移動、その後
「デカセギ」で本土に移動し、現在は沖縄に
戻る（5人）、c)「デカセギ」を契機に来日し、
その後沖縄に移動（10 人）の 3つがある。し
かし a)では沖縄への移動前に日本や母国以
外の外国に滞在するケースや仕事について
から外国に職務で出るケース、b)では「デカ
セギ」に行っている間に本土で正規の雇用に
就くケースや、すでに沖縄で正規の雇用に就
いており、「デカセギ」とは呼べないケース
（1ケース）、c)では「デカセギ」中に日本の
中（沖縄以外）を移動するケース、「デカセ
ギ」から 1度母国に戻り、その後沖縄に来た
ケースがあり、対象者の移動歴は多様なもの
となっている。 
③のネットワークについては、南米系日系
人にとっては、移住過程での移民同士（もし
くは同一エスニック同士）の関係性を維持す
るうえでネットワークは重要なものとなっ
ている。沖縄においては日系人は集住してお
らず、また日系人のほとんどが沖縄に親戚が
いることから、連絡を取る友人・親戚もイシ
ューによって日系人／沖縄の人を使い分け

ているのである。また、第 2章において高江
洲琴音がインターネットやSNSの普及によっ
て社会関係資本の構築や維持の方法に大き
な変化が生じたと論じている。かつてのよう
な face to face、もしくは組織に依存した結
束的な社会関係であったものが Facebook や
LINE 等によって「必要な時に」連絡を取るよ
うなより緩やかな関係性に変化してきてい
る。 
④については、南米系日系人の家族のライ
フイベントの観点からみると、日系人の家族
は沖縄文化と日系文化が混淆される場とな
っている。混淆の度合いは配偶者が日系人で
あるか沖縄の人であるかによって規定され、
食事や祝い事などの文化は沖縄社会に合わ
せながらも家庭の中で継承されている。しか
し、言語の側面では継承が難しい。 
⑤の教育については南米系日系人の子ど
もたちの教育とアイデンティティの継承の
観点からみると、沖縄ではスペイン語やポル
トガル語での教育を受けられず、またインタ
ーナショナルスクールは費用の負担が難し
いことから本人や家族の意思に関係なく言
語的に同化せざるを得ない状況にあり、アイ
デンティティにも影響を与えている。 
また、文化とアイデンティティの変容につ
いてはSNSの発達によって沖縄社会と日系人
社会とのバランスがうまくとれるようにな
ったため出身国への帰属意識や文化を保持
したまま沖縄社会との共存がしやすくなっ
たが、沖縄で生まれ育っていく子どもへの継
承はなされない可能性が高い。 
したがって③～⑤では対象者である南米
系日系人の多くはラテン文化の継承を希望
するものの、家族（とりわけ日系人ではない
配偶者）との関係や学校との関係でラテン文
化の継承は容易ではないことが明らかにな
る。 
⑥については、スペイン語の講師、翻訳・
通訳、サルサバー、サルサスタジオ関連の仕
事、ラテンアメリカ文化に関わる企画・マネ
ジメント等ラテンアメリカ文化もしくは南
米系日系人の文化資本が直接結びついてい
る場合や、仕事の中で文化資本が生かされて
いる対象者が半数強いる一方で、沖縄の人々
の中で文化資本を用いずに働く対象者も残
りの半数近くにのぼる。仕事を求める際には
社会関係資本が重要となるが、南米系日系人
は仕事を求める際に友人・知人・親族による
紹介を経る場合が多く、日系人仲間とホスト
社会である沖縄の双方に信頼できる社会関
係資本を築いている。 
ここで注意を要するのは、南米系日系人は
沖縄社会に入り込めないから自らの文化資
本に頼るのか、ラテンアメリカ文化を文化資
本として積極的に生かしているのかという
ことである。たとえば、筆者が日本本土に散
在するタイ人にインタビューすると、「これ
しかできない」「他に仕事がない」ことから
タイ料理店やタイマッサージなどのエスニ



ックビジネスに参入する事例が多い（もちろ
ん、積極的にエスニックビジネスに参入する
事例もあるが「これしかできないから積極的
にやる」との語りが多い）。日本本土に多い
南米系日系人の場合は「デカセギ」が長期化
してエスニックビジネスに関わる事例が多
くみられるが、沖縄の南米系日系人の場合は
本土の「デカセギ」を経由する場合も含めて
沖縄には定住を目的として移動してきたた
め、ラテンアメリカ文化を文化資本として仕
事、職業選択に活用している事例が多くなっ
ている。 
対象者の中には調査時点ではラテンアメ
リカ文化資本は生かされていないものの、過
去にそれを生かした仕事をしていた人もお
り、今後は何とかしてラテンアメリカ文化を
生かしたいと積極的な姿勢を見せていた。ま
た、直接ではないが英語力を生かした米軍雇
用や日本語学校経営という形で文化資本を
架橋的に用いているケースもあった。 
そして、沖縄社会の中で沖縄の人に交わっ
て働いている南米系日系人の中でも、沖縄の
人々と同等の資格で公務員や会社の経営を
している事例、ラテンアメリカ文化を生かし
たいと考えながらもその機会に恵まれず、ラ
テンアメリカ文化とは関係のない仕事をし
ている事例、母国ではマネジメントの仕事を
していたが沖縄では工場労働者となって不
満がある事例など置かれた状況が多様であ
ることである。この場合は日本語力が仕事を
選択する大きな鍵となる。とくに沖縄で安定
した仕事として人気のある公務員を目指す
には日本人と同等の日本語力が求められる。
公務員として世界のウチナーンチュ大会や
国際交流に関わる事例や国際交流事業を担
当する臨時職員から正規の公務員になった
事例などがあり、自治体のサポートや公務員
試験の枠を超えた積極的採用があれば南米
系日系人の文化資本は沖縄にとってさらに
生かされていく可能性もある。 
⑦については、ダンス・フットサル・パー
ティーなどのラテンアメリカ的な「遊び」が
社会関係資本となって日系人同士や沖縄の
人々、さらには米軍基地関係者であるラティ
ーノなどの外国人とのネットワークを構築
している。 
最後に⑧については、南米系日系人の文化
を用いた沖縄観光への参入の可能性につい
て彼ら／彼女らの意識から検討すると、沖縄
においては戦後のアメリカ支配の遺産とし
ての基地文化が観光資源の1つになっている
が、現在のところは南米系日系人の持つラテ
ンアメリカ文化という文化資本は文化交流
にとどまり、観光産業への文化資本となりえ
ていないことが明らかになった。 
 本調査での対象者は、日本とりわけ沖縄在
住歴が長く、沖縄社会に根を下ろしていると
いえよう。自らのルーツへの関心を契機とし
て成人後に移住してきたケースが多く、移住
直後は沖縄の親族が定着をサポートしてい

るが、その後は親族関係に留まらず仕事や育
児・遊びを通して幅広いネットワークを築き、
最近ではSNSを用いて架橋的な役割を果たし
ていること、文化資本の継承については公的
な側面では困難であるが、私的な部分で日系
人としての意識づけがなされていることが
明らかになった。そして現在の仕事やこれま
での職歴からもラテンアメリカ文化資本が
架橋的社会関係資本となって沖縄社会とつ
ながり、出身国とつながり、場合によっては
米軍基地文化や海外のネットワークともつ
ながっているのである。 
 そして、2016 年 10 月に開催された第 6 回
世界のウチナーンチュ大会では、調査対象者
はイベントの企画や通訳・翻訳などで活躍し
た人が多かった。第 6回世界のウチナーンチ
ュ大会をめざして刊行されたウチナーグチ
‐スペイン語辞典の編集に関わった対象者、
「世界ウチナーンチュの日」の制定を提案し
た対象者など具体的な成果を残した対象者
もいた。このように南米系日系人はその文化
資本が現状では十分に生かされてはいない
面もあるが、観光の分野などで今後の可能性
を持つと筆者は考える。その意味でも、継承
がうまくいっていないのは惜しまれるので
ある。 
 本研究ではサンプリング方法の関係から
沖縄出身日系人としては最大のグループで
あるブラジル出身者にほとんど言及できな
かった。ラテンアメリカ最大の人口を誇り、
今後の様々な分野での関係性の発展が期待
されているのがブラジルであり、この点につ
いては今後の課題としたい。 
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